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合併、事業譲渡等に関するガイドライン等について（周知） 

 

子ども・子育て支援の推進につきましては、平素から格段の御配意を賜り厚く御礼申し上

げます。 

保育提供体制については、受け皿整備等により待機児童が減少する一方で、過疎地域など

の待機児童が少ない地域では、定員充足率（利用定員数に対する利用児童数の割合）が低下

している状況にあり、定員充足率が下がることにより、安定的な運営が困難になる施設や、

統廃合等が必要となる施設が生じる可能性があります。人口減少地域において質の高い保育

の提供を前提に保育機能の確保・強化を進めていくためには、市町村（特別区を含む。以下

同じ。）が中心となり地域の保育所等と連携し、将来を見据えた保育提供体制の計画的な整

備や、保育所等の多機能化、法人間の連携等を進めることが必要であるほか、持続的な保育

提供のため、必要な場合に、地域において法人の合併や事業譲渡等が円滑に進められるよう

にしていくことも重要です。 

こうした中で、「規制改革実施計画」（令和６年６月 21 日閣議決定。以下「実施計画」と

いう。）において、「介護・保育・障害福祉分野における合併、事業譲渡等に関するローカル

ルールの防止」として、保育所等が「円滑な合併、事業譲渡等が実施可能な環境整備を行う

とともに、当該事業者の手続に要する負担を軽減するため」に所要の措置を講じることとさ

れたところです。また、「保育政策の新たな方向性」（令和６年 12 月 20 日こども家庭庁公

表）においても、「必要な場合に合併・事業譲渡等が進められる環境の整備」のため、「「規

制改革実施計画」（令和６年６月 21日閣議決定）に基づき、保育所が合併・事業譲渡等を行

う際の手続き等に係るガイドラインを作成」することとしているところです。 

こうした状況を踏まえ、令和７年度子ども・子育て支援等推進調査研究事業において「保

育所等の合併・事業譲渡等に関する実態調査」（以下「調査研究」という。）を実施し、今般、

「合併、事業譲渡等に関するガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）の策定を含め、

実施計画において講じることとされた措置の内容について、下記のとおりお示ししますので、

その内容を十分御了知いただくとともに、各都道府県におかれては、管内の指定都市、中核

市及び児童相談所設置市を除く市町村に対して遺漏なく周知いただくようお願いいたしま

都 道 府 県 

指 定 都 市 

中 核 市 

児童相談所設置市 



す。 

なお、本事務連絡は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規定に

基づく技術的助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

第１ ガイドライン及び合併、事業譲渡等を行う場合に必要な手続に係る地方公共団体によ

るローカルルールについて 

調査研究において、ガイドラインを作成し、公表したので、保育所及び認定こども園

の設置者並びに家庭的保育事業等を行う者（以下「施設設置者等」という。）が施設又は

事業所の合併、事業譲渡等を検討する場合に参照していただきたいこと。 

また、地域の実情に応じつつ、将来的に合併、事業譲渡等を行うこととなる可能性を

踏まえ、あらかじめ、都道府県、市町村、施設設置者等その他の関係者において広く参

照していただきたいこと。 

なお、実際に合併、事業譲渡等が行われる場合には、ガイドラインを踏まえつつも、

関係法令等に従い遺漏なく必要な手続を行うこと。 

併せて、調査研究の事業報告書において、合併、事業譲渡等を行う場合に必要な手続

に係る地方公共団体におけるローカルルールの現状等について整理したこと。 

 

第２ 標準様式及び標準添付書類について 

調査研究において、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）その他の関係法令の規定

に基づく認可の申請等に関連する書類について、事務負担軽減の観点から、標準様式及

び標準添付書類（以下「標準様式等」という。）を作成し、公表したので、当該標準様式

等を用いて手続等を行うことを基本としていただきたいこと。 

なお、当該標準様式等については、押印又は署名の欄を設けていないところ、各都道

府県又は市町村において、当該書類の提出に際し押印又は署名を求めることがないよう

お願いしたいこと。 

なお、地方公共団体が地域の特性に照らして特に必要がある場合に、その判断によっ

て、独自の規律を設けることを妨げないこととし、当該地方公共団体が当該独自の規律

に係る申請等に関連する書類について独自の様式・添付書類を使用することは妨げるも

のではないこと。 

 

（参考）ガイドライン、調査研究の事業報告書及び標準様式等の掲載場所 

「保育所等の合併・事業譲渡等に関する実態調査」（令和 7年度子ども・子育て支援等推進

調査研究事業）について｜こども家庭庁  

問合せ先 
こども家庭庁成育局保育政策課企画法令第一係 
E-mail：hoikuseisaku.hourei1@cfa.go.jp 
 

https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/gappei-suishinchosa
https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/gappei-suishinchosa
mailto:hoikuseisaku.hourei1@cfa.go.jp


（参考）規制改革実施計画（令和６年６月 21日閣議決定）（抄） 

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管府省 

16 介護・

保育・

障害福

祉分野

におけ

る 合

併、事

業譲渡

等に関

するロ

ーカル

ルール

の防止 

高齢化とともに、高齢者を含む人口減少が進む我が

国において、良質な介護・保育・障害福祉サービス

の持続性を確保し、利用者の生活に支障を及ぼしか

ねないサービスの中断・停止等を回避するために

は、介護・保育・障害福祉分野の事業者（社会福祉

法人を含む。以下「介護事業者等」という。）の協働

化や合併、事業譲渡等による経営力強化及び円滑な

事業承継（以下「経営力強化等」という。）が必要で

ある。経営力強化等の手段は多様であり、どの手段

を選択し、必要に応じて、複数の手段を組み合わせ

るかは介護事業者等の経営判断で行われるもので

あるが、合併や事業譲渡等のニーズを有する事業者

は一定程度存在する。一方で、介護・保育・障害福

祉分野における合併、事業譲渡等については、以下

のような指摘がある。 

・介護事業者等の合併、事業譲渡等に関して、地方

公共団体によっては、肯定的に捉えていないところ

があったり、あるいは、介護事業者等にとって、公

開情報で知り得る事例も限られており情報不足か

ら現実的な選択肢として検討することが困難。 

・介護事業者等が合併、事業譲渡等を行う場合に必

要な手続（合併、事業譲渡等に伴う手続を含む。以

下同じ。）について、特に、介護保険法（その政省

令、通知、事務連絡等を含む。）、老人福祉法（昭和

38年法律第 133号。その政省令、通知、事務連絡等

を含む。以下同じ。）、児童福祉法（昭和 22 年法律

第 164号。その政省令、通知、事務連絡等を含む。

以下同じ。）、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成 17年法律第 123号。

その政省令、通知、事務連絡等を含む。）、社会福祉

法（昭和 26年法律第 45号。その政省令、通知、事

務連絡等を含む。以下同じ。）等を執行する地方公

共団体との調整が重要な課題である。 

・合併、事業譲渡等に関して事例が少ないこともあ

り、知見が乏しく、許認可に関する手続に関して地

方公共団体の担当者間でも理解に濃淡が生じてい

a,b：令和

６年度検

討開始、

令和７年

度までに

措置 

c,d：令和

７年度 

までに措

置 

e:（前段・

システム

の整備の

要否を検

討）可能

な限り速

やかに検

討を開始

し、令和

７年度結

論 、（ 前

段・利用

の有無の

公表） 

令和８年

度措置、 

（後段）

令和６年

度検討開

始、令和

７年度ま

でに措置 

f：（前段）

可能な限

り速やか

に検討を

a,c～e: 

こども家

庭庁 

厚生労働

省 

b,f：厚生

労働省 



る。 

・地方公共団体による不適切なローカルルール（独

自の規律に係る様式、添付書類、各種申請に関して

同分野の事業者と地方公共団体が行う事前相談及

びその他運用に関する事項を含む。以下同じ。）が

ある場合には、介護事業者等が合併、事業譲渡等を

行う場合に必要な手続の予見性が低く、かつ、事務

負担が重い。 

以上を踏まえ、介護事業者等の経営力強化等を目的

として、円滑な合併、事業譲渡等が実施可能な環境

整備を行うとともに、当該事業者の手続に要する負

担を軽減するため、以下の措置を講ずる。 

a こども家庭庁及び厚生労働省は、合併、事業譲渡

等の事例及びその内容について介護事業者等によ

る情報収集を容易にすることで、介護事業者等が自

らの経営力強化等の選択肢として、合併、事業譲渡

等を前向きに検討・実施可能なものであることの理

解を促すとともに、地方公共団体が否定的に捉える

べきものではないことを明確化し、併せて、不適切

なローカルルールによる介護事業者等の負担増を

回避するため、介護事業者等及び地方公共団体の意

見も踏まえつつ、介護事業者等が合併、事業譲渡等

を行う場合に必要な手続に関する手順や処理期間、

合併、事業譲渡等の事例、合併、事業譲渡等に至っ

た経緯、目的、効果等を記載したガイドライン等を

作成・公表する。 

b （略） 

c こども家庭庁及び厚生労働省は、介護サービス事

業者が老人福祉法の規定に基づいて、地方公共団体

に対して提出する届出関連文書等や、保育事業者が

児童福祉法等の規定に基づいて、地方公共団体に対

して提出する認可申請関連文書等について、介護事

業者等の事務負担軽減の観点から、標準様式及び標

準添付書類（以下「標準様式等」という。）を作成

し、保育事業者、介護サービス事業者が全国一律で

当該標準様式等を用いて手続等を行うこととする

ための所要の措置を講ずる。その際、当該標準様式

等については、押印又は署名欄は設けないことを基

開始し、

令和７年

度結論、

（後段）

令和８年

度措置 



本とし、あわせて、地方公共団体に対して押印又は

署名を求めることがないよう要請するとともに、先

行して標準様式等が定められている介護保険サー

ビスや障害福祉サービスと共通化可能な部分はそ

れぞれ共通化することを基本とする。 

なお、地方公共団体が地域の特性に照らして特に必

要がある場合に、その判断によって、独自の規律を

設けることを妨げないこととし、当該地方公共団体

が当該独自の規律に係る申請・届出文書について独

自の様式・添付書類を使用することを妨げない。 

d こども家庭庁及び厚生労働省は、介護事業者等が

合併、事業譲渡等を行う場合に必要な手続に係る地

方公共団体によるローカルルールについて、介護事

業者等の手続負担を軽減し、合併、事業承継等を円

滑化する観点から、例えば、以下の事項について、

地方公共団体ごとのローカルルールの有無・内容等

を整理し、公表する。 

・各種申請に関して介護事業者等が行う地方公共

団体との事前相談に関する事項 

・認可や指定に関する認可申請関連文書に係る様

式又は添付書類に関する事項 

・社会福祉法人の合併、事業譲渡等に関する認可に

関する事前相談や添付書類に関する事項 

e・f （略） 

 


